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  連結貸借対照表（平成29年９月30日現在） 

 
(単位：千円) 

 
科    目 金  額  科    目 金  額 

(資産の部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

た な 卸 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

土 地 

そ の 他 

無形固定資産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

9,667,449 

868,336 

3,025,115 

5,681,411 

48,856 

43,729 

2,794,874 

2,238,212 

429,640 

286,423 

1,509,111 

13,036 

26,164 

530,497 

455,900 

33,097 

52,500 

△11,000 

  
(負債の部) 

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

退職給付に係る負債 

役員退職慰労引当金 

 
 

2,245,241 

1,211,404 

839,182 

55,000 

82,011 

57,642 

505,279 

342,583 

162,695 

 負 債 合 計 2,750,520 

 

 
(純資産の部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定 

退職給付に係る調整累計額 

 
 

9,558,890 

814,340 

1,043,871 

7,725,749 

△25,070 

152,912 

164,502 

9,950 

△21,539 

 純 資 産 合 計 9,711,803 

資 産 合 計 12,462,324  負債及び純資産合計 12,462,324 

 
 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結損益計算書 (自 平成28年10月１日 
至 平成29年９月30日 ) 

 
(単位：千円) 

 
科          目 金         額 

売 上 高  16,672,840 

売 上 原 価  11,434,600 

売 上 総 利 益  5,238,240 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  5,033,196 

営 業 利 益  205,044 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 66  

受 取 配 当 金 7,510  

為 替 差 益 983  

そ の 他 3,540 12,101 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 2,470  

そ の 他 405 2,875 

経 常 利 益  214,269 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 49 49 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 45,071  

固 定 資 産 売 却 損 28 45,099 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  169,219 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 73,654  

法 人 税 等 調 整 額 5,248 78,902 

当 期 純 利 益  90,316 

親会社株主に帰属する当期純利益  90,316 

 
 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 (自 平成28年10月１日 
至 平成29年９月30日 ) 

 
(単位：千円) 

 
 

株    主    資    本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 814,340 1,043,871 7,711,518 △25,070 9,544,659 

当 期 変 動 額      

剰余金の配当   △76,085  △76,085 

親会社株主に
帰 属 す る 
当 期 純 利 益 

  90,316  90,316 

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額) 

    ― 

当期変動額合計 ― ― 14,231 ― 14,231 

当 期 末 残 高 814,340 1,043,871 7,725,749 △25,070 9,558,890 

 

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 

純資産合計 そ の 他 
有 価 証 券 
評価差額金 

為 替 換 算 
調 整 勘 定 

退職給付に 
係 る 調 整 
累 計 額 

そ の 他 の 
包 括 利 益 
累計額合計 

当 期 首 残 高 130,453 6,249 △38,495 98,207 9,642,866 

当 期 変 動 額      

剰余金の配当     △76,085 

親会社株主に
帰 属 す る 
当 期 純 利 益 

    90,316 

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額) 

34,048 3,701 16,955 54,705 54,705 

当期変動額合計 34,048 3,701 16,955 54,705 68,936 

当 期 末 残 高 164,502 9,950 △21,539 152,912 9,711,803 
 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 注 記 表 
 

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等) 

 １.連結の範囲に関する事項 

  連結子会社の数  １社 

  連結子会社の名称 大森屋（上海）貿易有限公司 

 

 ２.連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の大森屋（上海）貿易有限公司の決算日は12月31日であり

ます。 

連結計算書類の作成にあたっては、当該子会社の平成29年９月30日現

在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。 

 

 ３.会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの 

総平均法による原価法 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    製品・原材料・仕掛品 

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

    貯蔵品 

終仕入原価法 

(2) 重要な固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 当社は定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については、定額法）を採用し、在外連結子会社につ

いては、定額法を採用しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法 

 なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち

当連結会計年度の負担額を計上しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってお

ります。 
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② 数理計算上の差異の費用処理方法 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。 

(5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

(追加情報） 

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用 

 ｢繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針｣（企業会計基準適用

指針第26号 平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しており

ます。 

 

(連結貸借対照表に関する注記) 

 1. 有形固定資産の減価償却累計額 3,657,176千円

2. 期末日満期手形及び電子記録債務の処理 

期末日満期手形及び電子記録債務については、手形交換日等をもって

決済処理しております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日

満期手形及び電子記録債務が、期末残高に含まれております。 

受取手形 88千円

支払手形 76,880千円

電子記録債務 169,160千円

 

(連結株主資本等変動計算書に関する注記) 

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 

    普通株式 5,098,096株

2. 剰余金の配当に関する事項 

(1) 配当金支払額等 

平成28年12月20日開催の第63回定時株主総会において、次のとおり

決議しております。 

① 配当金の総額 76,085千円

② １株当たり配当額 15円

③ 基準日 平成28年９月30日

④ 効力発生日 平成28年12月21日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が

翌期となるもの 

平成29年12月20日開催の第64回定時株主総会において、次のとおり

付議いたします。 

① 配当金の総額 76,085千円

② １株当たり配当額 15円

③ 配当の原資 利益剰余金

④ 基準日 平成29年９月30日

⑤ 効力発生日 平成29年12月21日
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(金融商品に関する注記) 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定

し、資金調達（主に短期）については銀行等金融機関からの借入によ

っております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金に係わる信用リスクは、販売管

理規程及び売掛債権管理に関する細則に沿ってリスク低減を図ってお

ります。 

投資有価証券は全て株式であり、定期的に時価や発行体（取引先企

業）の財務状況等を把握しております。 

営業債務である支払手形及び買掛金、未払金は主に２ケ月以内の支

払期日であります。 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな

い場合には合理的に算定された価額が含まれております。 

 2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成29年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注）2.参照)。 
 

 
連結貸借対照表 
計上額(千円) 

時価 (千円) 差額 (千円) 

(1) 現 金 及 び 預 金 868,336 868,336 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 3,025,115 3,025,115 ― 

(3) 投 資 有 価 証 券 
(その他有価証券) 

444,020 444,020 ― 

資   産   計 4,337,472 4,337,472 ― 

(1) 支払手形及び買掛金 1,211,404 1,211,404 ― 

(2) 未   払   金 839,182 839,182 ― 

負   債   計 2,050,586 2,050,586 ― 
 

（注）1. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

    資 産 

    (1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。 

    (3) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっておりま

す。 

    負 債 

    (1) 支払手形及び買掛金、(2) 未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。 
   2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
区       分 連結貸借対照表計上額（千円) 

非 上 場 株 式 11,880 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、資産の「(3) 投資有価証券 

(その他有価証券)」には含めておりません。 
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   3. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額 
 

 １年以内（千円) 

現 金 及 び 預 金 868,336 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 3,025,115 

合       計 3,893,452 

 
(賃貸等不動産に関する注記） 

 １.賃貸不動産の状況に関する事項 

  当社では、大阪府その他の地域において、賃貸用駐車場及び住宅を有

しております。 

 ２.賃貸不動産の時価に関する事項 
 

連結貸借対照表計上額 (千円) 連結決算日における時価 (千円) 

798,427 738,897 
 

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除

した金額であります。 

   2. 時価の算定方法 

主として、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づ

きます。 

 
(１株当たり情報に関する注記） 

 1. １株当たり純資産額 1,914円66銭

 2. １株当たり当期純利益 17円81銭

 
(重要な後発事象に関する注記） 

投資有価証券の売却 

当社は、保有する投資有価証券の一部を売却することを決定し、平成29

年10月18日から平成29年10月19日にかけて売却いたしました。これにより、

翌連結会計年度に投資有価証券売却益（特別利益）を計上いたします。 

① 売却株式 当社保有の上場株式１銘柄 

② 売却日 平成29年10月18日及び平成29年10月19日 

③ 投資有価証券売却益 56,824千円 

 




